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【留意事項】本レポートは、米国食品医薬品局（FDA）等が公開した資料を仮訳したものです。 

ご利用にあたっては、原文もご確認ください。 

【免責条項】本レポートで提供している情報は、ご利用される方のご判断・責任においてご使

用下さい。米国輸出支援プラットフォームでは、できる限り正確な情報の提供を心掛けており

ますが、本レポートで提供した内容に関連して、ご利用される方が不利益等を被る事態が生じ

たとしても、米国輸出支援プラットフォームおよび執筆者は一切の責任を負いかねますので、

ご了承下さい。 

 

本レポートに関する問い合わせ先： 

米国輸出支援プラットフォーム（ジェトロロサンゼルス事務所） 

TEL：1-213-624-8855 

Email：lag-USPF@jetro.go.jp 

 
Eureka Global Solutions作成 

 

  

mailto:lag-USPF@jetro.go.jp
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1．<< FDA、石油由来の食品着色料に関する認可を撤廃するためのさらなる措置を講じる>> 

 

2026年 7月 22日 

 

米国食品医薬品局（FDA）は、食品中の石油由来の着色料を対象とした、 2 つの措置を発表し

た。 FDA は、食品の着色料としてのオレンジ B の使用認可を取り消す最終命令を出すととも

に、食品の着色料としてのシトラスレッド No.2の使用認可を取り消すことを提案している。 

 

ロバート・F・ケネディ・ジュニア保健福祉長官は、「トランプ政権は、米国の食料供給の安

全性を強化するために断固とした行動をとっている。現在は使用されていない石油由来の着色

料に対する、認可を廃止することに取り組むことによって、我々は食品安全規制を最新化し、

米国を再び健康にすることに貢献している」と述べた。 

 

FDA 長官代理のカイル・ディアマンタス法務博士は、「FDA は、現在の製造慣行と市場の現

実を反映した、科学に基づいた最新の規制枠組みを維持することに尽力している。トランプ大

統領の規制改革アジェンダの下、時代遅れで不必要な認可の取り消しに取り組むことで、FDA

の規制が効果的かつ透明性を保ち、FDA の公衆衛生上の使命と整合したものであることを確実

にしている」と述べた。 

 

FDAは、食品の着色料としてオレンジ Bの使用を許可する規制を取り消す最終命令を出してい

る。提案された措置に関するパブリックコメントの評価により、FDA は、業界においてオレン

ジ B はすでに使用されていないということを確認した。 

 

また、FDA は、シトラスレッド No.2 が業界において事実上使用されていないとの暫定的な結

論に達したため、食品の着色料としてのシトラスレッドNo.2の使用を認可する規制を撤廃する

ことを提案している。シトラスレッド No. 2 は、熟したオレンジの果皮を着色する目的で、

1959 年以来使用が認可されてきた。 

 

 

https://www.federalregister.gov/documents/2026/07/23/2026-14910/revocation-of-the-color-additive-listing-for-use-of-orange-b-on-casings-or-surfaces-of-frankfurters
https://www.federalregister.gov/documents/2026/07/23/2026-14909/proposal-to-revoke-the-color-additive-listing-for-use-of-citrus-red-no-2-on-the-skins-of-mature
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FDA はパブリックコメント（提出期限は 2026 年 8 月 24 日）を検討した後、シトラスレッド

No.2 の使用認可取り消し案を最終決定するかどうかを決定する。 

 

これらの措置は、現在の業界慣行では使用されていない着色料規制を見直し、更新するという

FDA の継続的な取り組みを反映しており、米国の食品供給から石油由来の着色料を段階的に廃

止するという FDA の広範な取り組みにおける重要な節目となる。また、FDA は、「石油由来

の食品着色料を除去するための食品業界の誓約の追跡」というウェブページを通じて、食品供

給から石油由来の食品着色料を除去するという業界の自主的取り組みを追跡し、公開している。

このウェブページには、企業による代替着色料への移行や石油由来の食品着色料の段階的廃止

に伴う、メーカー、小売業者、業界団体の取り組みがまとめられている。 

 

追加情報のリンクは以下の通り。 

• 米国 FDA規制の更新情報（2025 年 4 月分） 
• 米国 FDA規制の更新情報（2025 年 9 月分） 

 

参考：FDA、食品用着色料に関する認可を撤廃するためのさらなる措置を講じる（英語） 

 

  

https://www.fda.gov/food/color-additives-information-consumers/tracking-food-industry-pledges-remove-petroleum-based-food-dyes
https://www.fda.gov/food/color-additives-information-consumers/tracking-food-industry-pledges-remove-petroleum-based-food-dyes
https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokkyo/attach/pdf/platform-341.pdf
https://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokkyo/202512261.pdf
https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/fda-takes-further-steps-remove-outdated-authorizations-color-additives-food
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2．<< FDA、ヒト用・動物用食品施設に対して食品施設登録情報の安全管理を推奨>> 

 

2026年 7月 20日   

 

FDAは、食品施設登録（FFR）を必要な場合にのみ行うこと、および FFR情報を不正利用から

守ることの重要性を企業に喚起している。 

 

FDA は、登録の必要性や FFR の不正利用の可能性に関連して、以下のような問題を認識して

いる。 

• 登録義務がないにもかかわらず、FDA に施設を登録する企業が増加していること。 

• 第三者事業者や「登録代行業者」が、登録状況を確認するために FFR 番号、PIN、FIS-

FURLS のユーザー名やパスワードの開示を求めてくること。 

• TikTok Shop などの第三者販売プラットフォームが、商品出品プロセスの一環として、

食品企業に対し、FDA食品施設登録の写しや証明書の提出を求めていること。 

 

これらの問題は、企業および FDAの双方に、以下のような弊害をもたらす可能性がある。 

• セキュリティリスク：本来不要なFFR番号を保有し、それを第三者と共有することは、

悪意ある第三者が登録情報を不正利用する隙を与えることになる。FFR 番号と PIN（ま

たはユーザー名とパスワード）を共有すると、その情報を得た者は貴社の FFRを自身の

FIS-FURLS アカウントに紐付けることが可能になる。紐付けられると、情報を得た第

三者は貴社の FFR情報の閲覧、変更、さらには登録の取り消しさえも行えるようになっ

てしまう。自社の FFR の状況を確認する際は、必ず FDA の公式ウェブサイトを利用す

ること。 

• 規制上の混乱：登録義務がない（免除対象である）にもかかわらず登録を行うと、その

施設が不必要な査察の対象となったり、遵守すべき規制上の義務について混乱を招いた

りする恐れがある。 

• FDAのリソースへの負荷：不必要な登録は、食品安全上のリスクが高い施設を含む、本

来登録が義務付けられている施設の監視に充てるべき FDA のリソースを無駄に割くこ

とになる。 

 

https://www.fda.gov/food/registration-food-facilities-and-other-submissions/online-registration-food-facilities
https://www.access.fda.gov/


農林水産物・食品 輸出支援プラットフォーム事業 
カントリーレポート（現場レポート） 

5 
 

FDAに登録している場合、自社のFFR情報を適切に管理・保護することが極めて重要である。

情報を安全に保つための対策には以下のものが挙げられる。 

 

• FDA の登録システムで使用する FIS-FURLS のユーザー名とパスワードは、決して他者

と共有しないこと。各 FIS-FURLS アカウントは作成者個人に割り当てられたものであ

り、共有すべきものではない。登録やその他の申請業務を支援する担当者を追加したい

場合は、正規のアカウント所有者が必要に応じて、その担当者用のサブアカウントを作

成することができる。 

• FDA が第三者への FFR 番号の開示を求めているわけではないという点に留意すること。 

FFR 情報は一般公開されない。ただし、輸入に関しては、輸入食品について FDA への

事前通知を行う商業事業体に対し、食品施設が自身の FFR 番号を共有する必要が生じ

る。FFR 番号や PIN を誤って共有してしまった場合は、FFR の登録をキャンセルし、

施設を再登録することを検討すること。 

 

すべての食品事業者が FDAへの登録を義務付けられているわけではない点に留意されたい。自

社に登録義務があるかどうかを把握することが、規制遵守の第一歩となる。食品の製造・加工、

梱包、または保管を行う食品施設は、適用除外される場合を除き、登録が必要である（21 CFR 

1.225; 21 CFR 1.226）。例えば、個人の住居は登録必要な食品施設とはみなされない（21 CFR 

1.227）。適用除外に該当するかどうかの判断については、FDA の業界向けガイダンス：食品

施設登録に関する Q&Aのセクション II.Bを参照すること。 

 

追加情報のリンクは以下の通り。 

• 食品施設登録に関する情報（英語） 
• 食品施設登録の要件：21 CFR Part 1, Subpart H（英語） 
• 適用除外に関する情報：21 CFR 1.226、および業界向けガイダンス：食品施設登録に関
する質疑応答（第 7 版）のセクション II.B（英語） 

• 登録番号の悪用や不正使用の疑いがある場合における、FDA への報告（英語） 

参考：FDA、ヒト用・動物用食品施設に対して食品施設登録情報の安全管理を推奨（英語） 

  

https://www.fda.gov/food/online-registration-food-facilities/fda-industry-systems-user-guide-subaccount-management
https://www.fda.gov/regulatory-information/search-fda-guidance-documents/guidance-industry-questions-and-answers-regarding-food-facility-registration-seventh-edition
https://www.fda.gov/regulatory-information/search-fda-guidance-documents/guidance-industry-questions-and-answers-regarding-food-facility-registration-seventh-edition
https://www.fda.gov/food/registration-food-facilities-and-other-submissions/online-registration-food-facilities
https://www.ecfr.gov/current/title-21/chapter-I/subchapter-A/part-1/subpart-H
https://www.ecfr.gov/current/title-21/chapter-I/subchapter-A/part-1/subpart-H
https://www.fda.gov/regulatory-information/search-fda-guidance-documents/guidance-industry-questions-and-answers-regarding-food-facility-registration-seventh-edition
https://www.fda.gov/regulatory-information/search-fda-guidance-documents/guidance-industry-questions-and-answers-regarding-food-facility-registration-seventh-edition
https://www.fda.gov/safety/report-problem-fda
https://www.fda.gov/food/hfp-constituent-updates/fda-advises-human-and-animal-food-facilities-protect-their-food-facility-registration-information
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3．<<食品中の重金属やその他の汚染物質から消費者を守るための取り組み強化のため USDA、

HHS、EPA が連携>> 

 

2026年 7月 10日   

 

ブルック・L・ロリンズ農務長官、ロバート・F・ケネディ・ジュニア保健福祉長官、およびリ

ー・ゼルディン環境保護庁長官は、食品に含まれる重金属やその他の汚染物質から消費者を守

るという共通の責務の再確認のため、改正された覚書（MOU）を発表した。 

 

米国農務省（USDA）、米国保健福祉省（HHS）、および米国環境保護庁（EPA）は数十年に

わたり、国家残留物質プログラムを通じて連携し、食肉、家禽肉、卵製品の監視と規制を行っ

てきた。今回改正された MOU により、同プログラムの下での連携を強化し、潜在的なリスク

をより適切に検知・対処するための、新たな手法を導入する。 

 

「米国の農家、牧場主、生産者は、世界で最も安全かつ豊富で、妥当な価格の食料を生産・供

給している。HHS や EPA のパートナーと協力し、私たちは米国家庭の健康を増進させるとと

もに、食料供給の安全性に対する消費者の信頼を高めていく。この新しい MOU は、各機関の

連携のあり方を近代化し、情報共有の効率化、科学的知見の調整、そして潜在的リスクの検

知・対処方法の改善を図る。これは、国民をより一層保護し、国家安全保障および健康上の最

優先事項である食料供給の安全を確保するために、政府の業務のあり方を改善しようとするト

ランプ政権の取り組みの一環である」とロリンズ農務長官は述べた。 

 

「食品に含まれる有害な汚染物質から国民を守ることは、トランプ政権の最優先課題の一つで

ある。私たちは、重金属やその他の毒素の摂取を減らすため、監視体制の強化、検知技術の向

上、そして連邦政府全体での連携を進めている」とケネディ保健福祉長官は述べた。 

 

「今回の発表は、農産物や食肉、そして史上初めて、加工食品に含まれる重金属残留物を減ら

すための新たな検査手法を支援することで、より安全な食料供給を確実にする。私たちは、食

卓に並ぶ食品が最高水準の安全性を満たしていると、国民の皆様に確信を持って頂きたいと考

えている」とゼルディン EPA 長官は述べた。 

https://www.usda.gov/sites/default/files/documents/mou-usda-hhs-epa-residues-mpe-products.pdf
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この取り組みの一環として、USDA の食品安全検査局（FSIS）は既に、食品中の重金属モニタ

リングの近代化に向けた措置を講じている。具体的には、18 種類の重金属を極めて低濃度レベ

ルでも測定できる、新しい検査手法を導入した。基準値を超える濃度や異常な数値が検出され

た場合、FSIS は科学的根拠に基づく評価を行い、リスクのある製品が流通しないように、いつ、

どのような措置を講じるべきかを判断する。さらに FSISは、複数の供給源からの原材料を組み

合わせたソーセージや、調理済みですぐに食べられる食品といった加工食品についても、重金

属の監視対象を拡大していく予定である。 

 

FSIS が収集したデータによると、生肉や家禽肉製品における重金属汚染は極めて稀なケースで

あることが示されている。FSIS は今後も監視検査の結果をオンラインで公表し、業界および消

費者に対する透明性確保に努める。 

 

今回改正された MOU は、米国を再び健康にする（MAHA）という取り組みをさらに推進する

ものであり、子供達による重金属や PFAS、その他の有害汚染物質の摂取を減らすという

MAHA報告書の目標をさらに前進させるものである。 

 

参考：食品中の重金属やその他の汚染物質から消費者を守るための取り組みを強化のため

USDA、HHS、EPAが連携（英語） 

  

https://www.whitehouse.gov/maha/
https://www.usda.gov/about-usda/news/press-releases/2026/07/10/usda-hhs-epa-join-forces-bolster-consumer-protections-heavy-metals-and-other-contaminants-food


農林水産物・食品 輸出支援プラットフォーム事業 
カントリーレポート（現場レポート） 

8 
 

4．<< 上院議員ら、食品表示近代化法案を提出>> 

 

2026年 7月 29日   

 

リチャード・ブルメンタール上院議員（民主党、コネチカット州）とコーリー・ブッカー上院

議員（民主党、ニュージャージー州）は、食品パッケージに記載された紛らわしく誤解を招き

やすい情報に対処するため、食品表示近代化法案を提出した。これに関連する法案が、フラン

ク・パローネ・ジュニア下院議員（民主党、ニュージャージー州）とローザ・デラウロ下院議

員（民主党、コネチカット州）によって下院にも提出されている。 

 

「現在の食品表示は、米国の家庭よりも企業の利益を優先するように作られた、紛らわしい迷

路のようなものである。連邦の基準は、現代の食品業界の状況に追いついていない。食品表示

近代化法案は、1 食分の量の見直し、アレルゲンの明確な表示、そして栄養情報の透明性を確

保するものである。これにより、人々はより健康的な選択を行い、誤解を招くような欺瞞的な

宣伝や売り込みを避け、必要な情報を得られるようになる」とブルメンタール議員は述べた。 

 

「何十年もの間、食品企業はジャンクフードを実際よりも健康的なものに見せかけることで、

責任を問われずに済んでいた。この法案は、誤解を招く表示から家庭を守り、消費者が十分な

情報に基づいた判断を下し、より健康的な食事をし、食料品への支出からより大きな価値を得

られることを支援するものである」とブッカー議員は述べた。 

 

連邦食品・医薬品・化粧品法における食品表示要件の大部分は、35 年以上更新されておらず、

中には 1938年以来変更されていないものすらある。その結果、食品表示は、現代の消費者が製

品を評価・比較するために必要な情報を、提供できていないことが多々ある。 

 

食品表示近代化法案は、栄養成分表示が義務付けられているすべての食品に対し、パッケージ

の前面に表示する統一された標準的な栄養表示システムを、保健福祉長官が速やかに策定する

よう指示するものである。また、同法案は、消費者が食品を比較する際に混乱や誤解を招くよ

うなマーケティング手法に対処するため、現行法を強化するものでもある。これには、「超加

工された」や「超加工されていない」といった用語の定義も含まれる。さらに、この法案は、
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実店舗での買い物と同様に、オンラインで食品を購入する際にも、同じ栄養情報にアクセスで

きるようにすることを保証することも含んでいる。 

 

ここ数年、FDA は食品表示要件の更新に向けて動いている。食品表示近代化法案は、分かり易

く、透明性の高い情報へのアクセスを確保することにより、消費者が十分な情報に基づいて購

入の判断を下せるようになることを推し進めるものである。  

 

「連邦の食品表示法は、多くの米国民が求めている透明性を確保できていない。今こそ議会は、

人々が健康的な選択をするために必要な情報を、分かり易く得られるよう、大胆な法案を可決

すべきである」と、公益科学センター（CSPI）のシニア・ポリシー・サイエンティスト、エヴ

ァ・グリーンタール氏は述べた。 

 

参考：上院議員ら、食品表示近代化法案を提出（英語） 

 

 

 

 

https://www.blumenthal.senate.gov/newsroom/press/release/blumenthal-and-booker-introduce-food-labeling-modernization-act
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